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第一章 はじめに 

 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という。）は、自然科学分野の５

つの大学共同利用機関（国立天文台、核融合科学研究所、基礎生物学研究所、生理学研究所、

分子科学研究所（以下「各機関」という。））を束ねる法人組織である。現在、設立後約１５

年が経過し、第３期中期目標期間の半ばにある。機構は、各機関が保有する研究施設・設備

を全国の大学等の研究者の共同利用に供し、効果的な共同研究を行うことで、全国の大学等

の研究者に当該分野における世界最先端の研究機会を提供するとともに、ワークショップの

開催等による情報交換・提供、さらには分野の枠を超えた新たな研究分野の開拓など、我が

国の自然科学の基礎研究の発展に貢献することを任務としている。 

 大学共同利用機関法人は、平成 16（2004）年の国立大学法人化と歩調を合わせ、それまで

文部科学省の直轄研究所として独立していた大学共同利用機関を設置する主体として制度

設計されたものである。従って、それぞれの研究分野のコミュニティを背景として自立性の

高い運営を行っていた各機関が、機構の発足によりヘッドクォーターを持つこととなり、以

降は機構本部のガバナンスを如何にうまく発揮できるかが、法人運営の要とされている。特

に自然科学研究機構は、大型設備を擁してビッグプロジェクト研究を進める機関と比較的規

模の小さな研究を主体とする機関とを併せ持つため、研究手法や研究体制の違いを包括した、

機構全体としての研究の最適化を図る必要がある。 

 このような事情から、機構では、６年間にわたる中期目標期間の中間点において自己点検

及び外部評価を実施することにより、そこで得られた知見を後半３年間の運営に積極的に活

用することを計画し、第３期中期計画において、「平成 30（2018）年度に機構全体の自己点

検及び外部評価等を実施し、その結果を広く公表する。」と掲げている。本外部評価委員会

は、これを受けて組織され、機構の行った自己点検結果も参考にしつつ、第３期中期目標・

中期計画期間の前半に焦点を当て、機構本部の事業運営を中心に評価した。本報告書はその

結果をまとめたものである。 

 第１回外部評価委員会を平成 30（2018）年 11 月７日に開催し、機構からの自己点検評価

報告を受け、質疑応答を行った。その後、機構側が行った自己評価の観点に沿う形で「評価

できる点」「改善を要する、または今後の課題とすべき点」について各委員が評価コメント

を提出した。平成 30（2018）年 12 月 18 日に行われた第２回外部評価委員会においては、

委員の評価コメントをまとめたものについて議論を行い、委員会としての評価に向けて収斂

させ、報告書の作成に入った。その後、平成 31（2019）年１月 23 日の第３回外部評価委員

会において最終報告書の取りまとめを行った。 
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なお、機構が提出した自己点検評価報告書は、以下の観点に沿って点検がなされている。 

１.機構長のリーダーシップによる柔軟な組織運営

２.機構の機能強化への取組み

３.分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究体制の構築

４.異分野融合・新分野創成に係る取組み

５.大学の研究力・教育力強化への貢献

６.研究の国際化の推進

７.産業界など社会との連携

８.その他（業務運営の改善・効率化、財務内容の改善、施設マネジメント、安全管理、

情報セキュリティ対策、コンプライアンス対応 など）

 外部評価委員会としては、基本的にこれらの観点を受け入れつつ、委員会としての視点も

加え、最終報告書としての評価と提言をまとめた。 

次章では、各委員から示された評価コメントを項目別に記述している。個々の委員の直の

意見を反映すべく、寄せられたコメントは基本的に全文を載せた。最後の章にはこれらの意

見をまとめた全体評価と今後に向けた提言を載せた。 

本報告書が、今後の機構運営に資するものになることを期待する。 
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第二章 （外部評価委員からの評価コメント）全文 

１. 機構長のリーダーシップによる柔軟な組織運営

【評価できる点】 

○ 機構は、大学共同利用機関を束ねた組織であり、まずは、各大学共同利用機関が十分な

研究成果をあげられるように、その基盤をなすべき研究者の様々な環境も視野に入れて、研

究環境を整備し、研究力を強化することが第一の責務となろう。それぞれの大学共同利用機

関の学問分野の共同利用・共同研究等については、大学共同利用機関ごとに、それぞれの分

野に適したきめの細かい方策が考えられた方がよいだろうが、学問分野横断的、或いは大学

横断的な視野を持った研究環境整備は、機構として考えられていくべきである。機構長のリ

ーダーシップが発揮されるべき事項を論じる前に、まずはその辺りの、機構と各機関との仕

分けについて、機構長と各研究機関長等の協議が適切に行われてしかるべきであり、本機構

では「研究基盤戦略会議」が、その辺りの重要な役割を果たしていると評価できる。 

○ 宇宙、エネルギー、物質、生命等に関わる自然科学分野の拠点的研究機関を設置・運営

し、共同利用・共同研究を実施して国際的・先導的な研究を進めることが自然科学研究機構

の第一のミッションとされているが、その活動を強化するために、機構長を議長とする「研

究基盤戦略会議」を機構長のリーダーシップの下に組織し、機構全体に関わる戦略を議論・

立案・推進している。これを原則毎月開催して、その効果が発露されていることは機構長の

ガバナンスの強化として評価できる。 

○ 機構に属する５機関は、研究分野及び組織の規模と形態を異にしているが、それぞれの

使命を着実に果たしてきている。機構長は「研究基盤戦略会議」などを通じて、各機関の独

自性を尊重しつつ、活性化を図るとともに、５機関の間の連携を促すことで、アストロバイ

オロジーなど融合・学際的な研究を進める組織の構築などを行っており、評価できる。また、

全５機関が共通して推進すべき国際化、広報、社会との連携、ダイバーシティー確保などの

取組みにおいてもリーダーシップを発揮しており、その点も評価できる。 

○ 巷では“分野融合研究”がもてはやされており、各種事業の獲得のため見かけ上はさも

融合しているかにみせているものが多い中、機構長のリーダーシップ、見識により、ボトム

アップを尊重し、研究所の壁を超え、どこに所属していても分野を超えて共同利用・共同研

究に自由に参加でき、学術における真に異分野が自然に融合し易い体制をとっている点は、

極めて評価できる。 

○ 機構に属する各研究所は、それぞれの分野で最先端の領域を切り拓く研究能力を発揮す

ることが求められているが、それに加えて、機構として各研究所の得意分野を結集した異分

野融合・新分野創成を積極的に行っており評価できる。 
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○ 「若手研究者による分野間連携研究プロジェクト」や「機構内サイトビジット」が順調

に動き出した様子がうかがえるが、この制度で始めた研究がどの程度画期的な成果につなが

るのか期待される。 

○ 機構として、研究環境整備・研究力強化に向けて行うべきことは、

・ 大学等の研究者への共同利用・共同研究の枠組みを、広い観点で整備して、全国の研

究者が世界最先端の研究を遂行できる環境を提供すること 

・ 世界最先端の研究を進めるための施設・設備や、それらの技術維持・支援体制、また、

それらに必要な技術支援人材や、研究支援人材等の充実を図ること 

・ 日本として、総合的な研究力を強化していくために、国内各大学との連携や、他の３

機構との連携、或いは国際的な連携を図り、共に各種の問題を解決していくこと 

・ 社会への広報活動や、国・社会から要請される様々な課題について、機構全体として

適切かつ効率的に対応すること 

等があげられよう。これらについては、全体としては、適切に対処されていると考える。 

○ 機構の機能強化、分野を超えた機構全体の共同利用・共同研究体制の構築、異分野融合・

新分野創成への取組み、大学の研究・教育への貢献の推進、国際化の促進、広報と産業界と

の連携など、速やかにかつ効率的に実施してきており、かなり高く評価できる。 

○ 異なる分野間の連携と新たな研究領域の創成、大学との連携、国際共同研究の推進、女

性研究者支援等は重要であり、これらに関して積極的に取り組んでいることは評価できる。 

○ 運営費交付金が削減される中、裁量が狭まるハンディを組織の改革によってカバーしよ

うとしている努力を評価する。 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 機構に属する５機関は、自然科学研究を推進するための機関であるため、産業界との連

携は、自身のアイデンティティーを損なわない形で進めることが必要であり、既にそうした

配慮がなされているが、今後もその点に留意いただきたい。 

○ 現在、第３期中期目標期間の中間の時期であり、国際化等について未だ十分に内容が固

まっていない事項があると思われるが、更に具体化され速やかに実施されたい。 

○ 機構で実施する異分野融合研究については特に意義があり、国民からみても更にインパ

クトが高い研究課題の立案とその研究成果を期待する。

○ 「アストロバイオロジーセンター」、「生命創成探究センター」は、先進的な分野を切り
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拓くものとして期待しているが、長期間のプロジェクトとして規模の拡大計画と合わせて５

年後、10 年後のマイルストーンを作っておくことが望まれる。 

○ 機構内外からの公募による「分野融合型共同研究事業」は魅力的であるが、機構直轄の

センターについては、スケールメリットを考慮していただくとともに、既存の研究所との兼

ね合いにも考慮していただきたい。  

○ ガバナンスのあり方について指摘を受けているとのことであるが、PDCA を厳格に回し

過ぎると、研究、教育にとって大切な偶発性や将来の発展の芽をそぎ落とすことにもなりか

ねないため、注意していただきたい。 

○大型プロジェクトについては、既に国際協力で進めているが、イニシアチブを握って、少

ない経費をより有効に生かしていただきたい。 

○ 参画する研究者がプログラムの理念、理想等のマインドの共有をしっかりやっていただ

くよう、リーダーシップをより発揮していただきたい。 

○ 機構長のリーダーシップが、主に組織運営のために発揮されているのは当然であるが、

末端の研究者まで機構のミッションが共有されているのかどうかが判然としない。 

○ 日本を代表する最先端科学の学術研究機関として、生物としてのヒトを対象とした研究

組織を創出する必要があるのではないか。欧州分子生物学研究所（EMBL）には既に存在して

いるが、生命や自然に関する文化、背景の異なる日本にも、それと異なる面から協力可能な

研究組織を設置して欲しい。「生命創成探究センター」の「認知ゲノム研究グループ」は将

来的に、機構間連携によってヒトゲノム研究分野やヒトの進化をも対象に含む大規模プロジ

ェクトを扱う研究所組織の中核として機能できると考える。 

２. 機構の機能強化への取組み

【評価できる点】 

○ 機構は、傘下の各研究機関が大きな研究成果をあげることが大前提である。機構の機能

強化は、傘下の各研究機関、ひいては、それぞれに連なる大学の研究者の研究力を高める方

向のものでなくてはならず、それらの研究現場の足を引っ張るような面があってはならない。

その点から、機構としての活動には、傘下の各研究機関等の現場の声が十分反映されるよう

にしておくべきである。「研究基盤戦略会議」が、そのような機能を果たすことを期待する。 

○ 各機関の長が意見交換をする場を設けたことは評価できる。この会議が主導権を持って
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新たな学術展開を図ることを期待する。 

○ 合意形成の場として「研究基盤戦略会議」が活発に機能しているようであり、機構長と

他の者との調整・調和が図られていることは良い。 

○ 機構は、平成 25（2013）年度から開始された文部科学省の研究大学強化促進事業に採択

され、研究力強化推進本部を推進母体として URA を活用し研究力を強化しているが、平成 28

（2016）年度からは機構長自らが本部長を務め事業を強力に推進していることは、機構長の

ガバナンスを強化するという点から評価できる。さらに、海外駐在型 URA の採用に成功し実

績を上げていることも評価できる。 

○ 機構傘下の各大学共同利用機関が大きな成果をあげるために、機構として、各研究機関

で行われている研究の力を、その研究の枠組みや環境整備・支援体制等の面から強化してい

こうとすることは大変もっともなことである。共同利用・共同研究、国際連携、広報、男女

共同参画の４つの室を設け、URA 制度を活用するなどして、支援体制の強化を図ることは評

価できる。 

○ 海外駐在型 URA は、国際経験豊富な研究者を配置して、我が国の学術と海外を結ぶ機能

を発揮しており魅力的である。 

○ 文部科学省の研究大学強化促進事業における「海外駐在型 URA」、「国際特任研究員制度」

は注目に値する。 

○ 機構内ではあるが、URA のキャリアパスを検討し制度化している取組みは、評価できる。

○ 機構間連携・異分野連携プロジェクトは、機構の最も重要な役割である。この連携プロ

グラムを速やかに進めており、高く評価する。 

○ 機構に研究力強化推進本部を設けるとともに各機関に研究力強化戦略室を設置したこ

とや、機構間の連携プロジェクトなどを進めていることを評価する。また、若手・女性研究

者の支援による研究者の多様性拡大の取組みも評価する。 

○ 我が国の科学技術の推進のためには、若手研究者育成と女性研究者数の増加が不可欠で

あり、これらに対して機構は既に予算を計上し、適切かつ具体的に対応しており、高く評価

する。 

○ 研究力強化推進本部を中心に、若手・女性・外国人研究者の支援に関して数値目標を設

定し、向上に努めている点は評価できる。さらに、「女性枠限定公募」など、一定程度のメ
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リットが雇用者側に生じるポジティブアクションを敢行していることも、前向きに評価でき

る。 

○ 研究力の強化を見据え、多様な研究者の層を確保するとして、女性研究者の雇用促進に

具体的に取り組んでおり、評価できる。 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 各研究機関の若手・女性研究者の割合を増やすだけでなく、人数自体を増やすことを目

指すべきである。これだけの施設と研究指導者を保有する研究機関なので、少なくとも大学

院生の数は倍以上を受け入れ優秀な人材を残すことが可能となるよう、経営手腕を発揮して

欲しい。 

○ 若手・女性・外国人研究者の数値目標の設定については、「実現できる数値」ではなく、

「こうありたい」「こうあるべき」という数値にすることが望ましいと考える。例えば女性

研究者については、政財官、審議会などでは女性比率を３割としている。「女性研究者全体

が少ないのだから」という理屈は通らない。マイノリティが社会において輝ける Critical 

Mass は 30％と言われている。 

○ 研究力強化推進本部は国の支援終了後に、どのような資金により、どのような体制で運

営するのか、検討が必要と考えられる。 

○ 内部昇進原則禁止の機関（生理学研究所等の岡崎地区の３研究所）について、大学等外

部機関へのキャリアパスを推進するという意味でこのルールはポジティブに機能している

と思われるが、一方で、研究の進展が困難となってそのような道に進めない研究者について

ガバナンス上の問題が無いか、危惧される。 

○ ４機構連携の取組みとして、機構間連携・異分野融合の活動が紹介されている。これ自

身、何も反対するものではないが、現実には、成果を望むことは難しかろうとの感想を持つ。

機構組織は、日本の科学研究の中で、基礎研究の基盤を担う重要な役割を果たしていくべき

ものだろうから、４機構が連携して、政府にしっかり物申すような活動を期待したい。 

○ 機構間連携・異分野連携プロジェクトとして、更に、誰もが強く興味をもつプロジェッ

クトを立案することが望ましい。例えば、機構（国立天文台、核融合科学研究所）と高エネ

ルギー加速器研究機構とで連携プロジェクトを立ち上げられないか。

○ 機構の核融合分野では、核融合炉の実現までに長い研究期間が必要であり、特に若手研

究者育成は重要である。 
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○ URA を活用し、各種の事業が進んでいるようであるが、URA の将来を見据えて、より具

体的な育成方策のメニュー等を示していただきたい。また、URA を他の３機構と共有化して、

再編、グループ化が可能か検討していただきたい。難しいとは思うが、出来るだけ近い将来、

近隣大学等とも共有化、協力することも視野に検討していただきたい。 

３. 分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究体制の構築

【評価できる点】 

○ 分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究体制を構築するために、機構では、公募型

共同利用・共同研究について窓口を Web 上で一括する「自然科学共同利用・共同研究統括シ

ステム（NOUS）」の構築を平成 28（2016）年度から開始したことは、本来的に一体感を持ち

にくい機構に一定程度の一体感を醸成する効果が期待でき、評価したい。それが具体的にど

のような成果を生み出しているかについても、NOUS で共同利用・共同研究の成果情報も収

集し、公募課題と紐付けることにより、IR（Institutional Research）に向けたデータベー

スの構築を図っており、これを参照すれば各年度の共同利用・共同研究事業の大学への貢献

がよく理解される。この点も評価したい。 

○ 機構内の各機関が行っている共同利用・共同研究のいくつもの窓口が、一度に見えるよ

うにすることは、大変よいことであり評価する。それぞれの機関の研究分野やその周辺の分

野で、他の大学や研究機関で行われている共同利用・共同研究があれば、それも紹介してい

くと更によいと考える。機構は、ある範囲の分野の研究活動を俯瞰的に見て、適宜、その研

究の動向をつかむとともに、研究者に知らせていく機能をもつべきと思うが、NOUS はその

一助になる活動と考えられ、今後の展開が期待できる。 

○ 共同研究の窓口の一本化を進めた点は、評価する。それにより、機構内の各機関が分野

を超えた学際的融合研究を推進することが、最も重要であると考える。 

○ 共同利用・共同研究の公募を機構全体で速やかに一体化したことは、分野間交流や大学

との連携の促進に繋がる重要な取組みであり、高く評価する。 

○ 共同利用・共同研究の公募において、応募課題の質が高ければ、研究費に恵まれない小

規模大学の研究者も、施設の無料使用はもちろん研究費等が支給され、存分に最先端研究を

行うことができている。機構は、厳しい財政状況の中、大学共同利用機関本来の目的であり

当たり前とはいえ、よく頑張っており、基礎研究力を向上させる重要な役割を果たしている。 

○ NOUS の構築により、応募から審査まで電子化し、分野ごとの文化の違いも乗り越え、審

査の利便性の向上と一般応募者の利便性を図る努力は、評価できる。 
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○ 各機関が個別に行っていた公募情報を集約・公開し、申請を受け付けるシステム「NOUS」

は、可能性を模索している人にとって、とても便利だと思う。これまで逃していた機会

（Chance Loss）を補い、研究の新たな展開につながると評価する。 

○ 機構長会議が機構間連携・異分野連携プロジェクトを企画・実施する体制をとっている

ことを評価する。 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 機構間連携・異分野連携プロジェクトは推進すべきだが、始めることより育てることの

方が難しく、重要になると思われる。 

○ 共同利用・共同研究公募について、窓口の一本化を真に機能させる取組みを期待する。 

○ 平成 29（2017）年度から共同利用・共同研究システムを新体制に変えて統括化して活用

されている。改善すべき点が出てきたら、適宜改善されるようにしていただきたい。 

○ 「分野融合型共同研究事業」は、分野・機関を超えることに拘り過ぎないで、“超萌芽

研究のようなもの”については、研究者相互が理解を深め、真に協力できる体制、創成の方

向であれば、多少リスクが大きくても支援していただきたい。  

○ 接触の機会に乏しい機構内の各機関同士の人材交流を深める「機構内サイトビジット」

は、平成 29（2017）年度に３回行われ、延べ 150 人の参加があったということだが、もっと

頻回に、例えば２カ月おきに年５～６回実施に拡充してはどうか。それほど支出を伴うもの

ではないように思う。施設・設備とスケールメリットを生かすよい試みだと思う。 

４. 異分野融合・新分野創成に係る取組み

【評価できる点】 

○ NOUS の活用等により、組織・分野の壁が低くなり、機構としての一体感、魅力が増して

きていると感じられる。 

○ 機構では、異分野連携による新分野開拓に向けた新たな試みとして、機構外の他分野の

研究者が機構内の研究者と共同研究を行うことを可能とする「分野融合型共同研究事業」（公

募事業）を行っている。これを NOUS と組み合わせ、分野・機関の枠を超えた共同利用・共

同研究がスムーズとなった事は評価に値する。 
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○ 宇宙生命、生命創成、光科学応用、プラズマ生物応用について、センターを設置し、異

分野間研究を具体的に進めている。また、「分野融合型共同研究」及び「若手研究者による

分野間連携研究」も具体的に進んでいる。これらは、自然科学共同利用・共同研究統括シス

テム（NOUS）を活用して実施している。これらの研究の立ち上げとその運用について、高く

評価する。 

○ 宇宙と生命科学の融合を目指した「アストロバイオロジーセンター」及び、生命科学の

各分野を横断する「生命創成探究センター」を新設したことは、常に変化していく研究の将

来まで見据えた試みとして評価できる。 

○ アストロバイオロジーセンターは、新しい分野展開が始まりつつある印象で、好感が持

てる。 

○ 国立天文台と生理学研究所や基礎生物学研究所の分野が融合する領域の研究推進のた

めに、アストロバイオロジーセンターを設けたことは評価できる。なお、学際融合研究は、

この種のセンター組織以外の部分でも推進すべきものであり、そうした認識が拡がることを

期待している。 

○ 新しい融合領域に関して、クロスアポイントメント制度を活用し、国内外の優れた指導

者を集める姿勢は評価できる。 

○ 機構内サイトビジットシステムを活用し、特に柔軟な若手連携が進んでいる点も優れた

点として評価したい。 

○ 機構内の交流機会の少ない研究者を、サイトビジットを通して交流機会をつくり、体験

型ワークショップで連携を模索する試み、それを発端とする機構内プロジェクトへの応募は、

新分野創成、異分野融合の萌芽を促す上で極めて評価できる。 

○ ４機構の研究者が集い、顔をつき合わせて議論する「I-URIC フロンティアコロキウム」

のような場は、独創性の源泉としておおいに進めるべきと考える。 

○ ４機構長会議が機構間連携・異分野連携プロジェクトを企画・実施する体制をとってい

ることを評価する。 

○ 機構は、傘下の大学共同利用機関が成果を上げている研究分野だけではなく、その周辺

の分野も含め、新しい柱になっていくべき新分野の育成や、異分野の融合を進めるべきであ

る。そのための活動を各種行っていることは評価する。 
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○ 機構として、次世代を担う若手研究者の挑戦的な基礎研究を支援する体制を整備してい

ることを評価する。また、長期間にわたる計画支援体制になっている（５年を目途に評価を

行い 10 年までは継続できる）ことも良いと思われる。 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 機構として、異分野融合・新分野創成を心掛けることは当然である。しかし、上からい

くら形を作っても、下からの動きがなければ、無駄の多いことになろう。芽のないところに、

いくら肥料をまいても、何も育たない。機構としては、その傘下機関の研究分野とその周辺

を俯瞰的に見て、新しい動きを見出すようなかなり緻密な研究動向調査を引き続き進め、機

構としての異分野融合・新分野創成の活動に反映させるとともに、研究者にもそれらの俯瞰

的な情報が伝えられることが望まれる。 

○ 新しい動きを作ろうとすることは、必ずしもうまくいくとは限らないだろう。いくつか

の芽を育てようとして、その中の一つ二つが育てばよいというくらいの考えで進む方がよい

と考える。しかし、うまくいかなかったこともきちんと総括して、中途半端なままズルズル

継続しないような何らかのチェック機能をもたせるべきだろう。 

○ 異分野融合・新分野創成に係る試みは、目途がつくまでにも長期間を要することが予想

される。始めることより育てることの方が難しいだろう。十に一つが大当たりすればよいと

いう気持ちでなければ、本来の支援にはならないと考える。どのようにこれらの分野を守り

育てていくのか、十分な方策を練っておく必要があると考える。その際、外れた９課題の担

当者への評価は慎重に行うべきであり、再挑戦、再々挑戦が認められる制度である必要があ

る。失敗すれば雇用打ち切りでは、この制度はそもそも成立しないだろう。 

○ どのくらいのスパンでの成果を求めているのかも重要な評価要件であり、独自にマイル

ストーンなどを設定しておくことは大事であると考える。

○ 若手研究者の育成の場としても魅力的な制度となり得るが、評価制度とその施行法を決

めておかないと、挑戦的なテーマに挑む研究者がいなくなることを懸念する。 

○ 新分野創成センターの活動により、大学等関連コミュニティからの要請もあって「プラ

ズマバイオ研究分野」を新たな研究領域として立ち上げた。この領域は、これまでは現象論

に終始していたものであるが、今後はメカニズムの解明等を通じてサイエンスとして確立し

ていただきたい。 

○ センターを設置し、宇宙生命、生命創成、光科学応用、プラズマ生物応用のプロジェク

ト研究に重点化しており、これらに関するインパクトが高い成果が求められる。この点に留
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意して研究活動を進めていただきたい。 

○ 機構直轄センターの取組みは魅力的であるが、予算の制限による中途半端な規模になら

ないよう配慮いただきたい。 

○ 機構内の異分野融合研究のみならず、他機構との連携で、より創造的でインパクトが高

い共同研究の立案と推進を期待する。 

○ 流れとして IR 等を踏まえた展開を考えることは自然であると思うが、例えば、サイエ

ンスマップは現在の研究領域を元にしているもので、未来のものとは言い切れないところが

ある。学術研究は、研究者の直観や偶発性を十分に大切にする必要があると考えており、フ

レキシブルに進めていただきたい。

○ 「生命創成探究センター」の名称は、一見して分かりづらいと感じる。アストロバイオ

ロジーは各国で通用するが、上記センターは、外からみて何を行っているのか分からないの

ではないか。今後、研究成果を積極的に発信し、知名度を高めていただきたい。 

５. 大学の研究力・教育力強化への貢献

【評価できる点】 

○ 大学共同利用機関は、それぞれの分野の研究者コミュニティを基盤とするものであり、

大学横断的な組織である。それぞれの大学共同利用機関とそれらを束ねる機構は、多数の大

学に横断的に、ともに研究力強化を図るべきであろう。その点から、「自然科学大学間連携

推進機構（NINS Interuniversity Cooperative Association：NICA）」の活動が始められた

ことは高く評価できる。そして、今後の活動の方向として、研究設備の共用促進に向けた取

組み、失われつつある基盤技術の継承と最新技術の習得に向けた取組み、若手研究者の育成

に向けた取組みが挙げられているが、いずれも大学横断的に考えられるべき喫緊の課題であ

り、誠に当を得たものと考える。 

○ 機構のネットワーク型共同研究は、研究者コミュニティからのニーズを大学共同利用機

関が採り上げる形で活動が進められている関係上、研究者間ではよく知られた事業であるが、

研究者の所属する大学においてその活動がほとんど認知されていないという現実があった。

これへの改善策として、機構は、参画している大学の執行部によるフォーラムを形成すべく

「自然科学大学間連携推進機構（NICA）」を構築し、機構が行ってきた大学の研究力強化へ

の貢献を各大学執行部に認知させ、大学からの要望にも応えやすくした点などは、高く評価

できる。 
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○ 機構として、大学連携を行うプラットホームとして「自然科学大学間連携推進機構

（NICA）」を構築したことは、裾野を広げる力となると、期待できる。 

○ 機構傘下の各大学共同利用機関では、いくつものネットワーク型共同研究が行われてい

る。それらは各研究分野についてのものであるが、大学横断的に研究力強化を図っており評

価できる。 

○ 文部科学省の研究大学強化促進事業において、機構が幹事機関として指名され、採択機

関との間で「研究大学コンソーシアム」（RUC：Research University Consortium）を立ち上

げた。この参加校に加え、独自に展開してきた「大学研究力強化ネットワーク」の構成大学

も「研究大学コンソーシアム」に加え、当初の文部科学省からの依頼（ホームページの立ち

上げやシンポジウムの開催）にとどまらず、各構成機関に共通する課題について討議する「タ

スクフォース」を３つ（高度専門人材・研究環境支援人材の活用、研究力分析の課題、国際

情報発信）設置し、活発に活動している点は評価できる。 

○ 文部科学省の研究大学強化促進事業に対応して立ち上げられた「研究大学コンソーシア

ム」において、機構が世話をする形で、高度専門人材・研究環境支援人材、等の大学・研究

機関に共通する課題についての議論が始められていることは評価できる。 

○ 「研究大学コンソーシアム」の幹事機関として運営に関与している点は評価できる。

○ 「研究大学コンソーシアム」が導入され、機構と大学との連携が更に促進されることが

期待できる。 

○ 国立天文台、核融合科学研究所の大型国際プロジェクトの推進は、国際協力だけでなく

国内の研究推進に大きく貢献している。 

○ 基礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所は、国内での研究の先導的立場にあ

り、共同利用施設としても十分な実績を上げている。 

○ 機構に属するどの研究所も、それぞれの分野での高レベルでの論文発表に大きく貢献を

している。 

○ 共同利用・共同研究の件数は、直近で 3211 件と年々増えており、大変よい兆候だと思

われる。なお、それだけ大学における設備や人材が弱体化していることの裏返しかもしれな

いが、こうして日本全体の研究力を維持・強化していくことが、大学共同利用機関の本来の

ミッションだと改めて感じられる。
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○ 大学による共同利用や大学との共同研究の総数が 3000 件を超えていることや、それら

による論文数が 4000 件を超えていることなどから、機構に属する各機関は、大学の研究力

の強化のために大きく貢献していると判断される。なお、共同研究や共同利用の相手機関は、

比較的少数の研究大学に集中しており、今後は、裾野を広げる努力を期待したい。また、教

育に関しては、総合研究大学院大学では、博士課程の定員を超える学生数を確保しており、

博士課程進学者が減る傾向にある昨今の状況を考えると、関係者の努力を多としたい。 

○ 自然科学共同利用・共同研究統括システム（NOUS）により、大学の研究者は速やかに機

構内全体の公募の状況を把握でき、新しい共同研究課題の提案や大学院学生の指導方針の策

定に大いに役立つ。また、大型装置の共同利用に関して、各大学に対する研究費・旅費の配

分、機構側教員の各大学の大学院生に対する研究指導、各大学の学生に対して総合研究大学

院大学への進学等を実施しており、これらは各大学の学術的成果、学生の教育・指導に大き

く貢献している。以上の点から、大学の研究力・教育力強化への貢献について、かなり高く

評価する。 

○ 総合研究大学院大学の基盤機関としての専攻の担当、また、連携大学院や国際インター

ンシップによる外国人の受け入れ等は、次世代人材育成に大きく貢献している。

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 法人化以後の大学は、それぞれの大学が自大学のケアで余力がなくなっている状況であ

り、大学横断的に基礎研究について考えることに対しては、大学共同利用機関とその上の機

構が、心してケアしていかなければならないと考える。国に対しても、４つの大学共同利用

機関法人が結束し、大学の力も結集して、大学の研究力を上げるための真の方策は何である

べきかを、きちんと発言していってもらいたい。 

○ 運営費交付金の削減による大学の研究力低下をカバーできるのは、共同利用・共同研究

体制であるにもかかわらず、機構の予算まで削減されていることは国の政策の大きな誤りで

あることを積極的に発信すべきであり、「日本の研究力低下とそれによる国家の将来的な損

失」の責任を誰が取るのかについて、日本の研究機関の代表として、また「研究大学コンソ

ーシアム」の幹事機関として、政府側からの回答を求めるべきである。 

○ 研究大学の評価基準が、国際協力、企業連携、Nature Index を基にするなど、本来の研

究力評価を正確に反映するものとは違う方式が導入されようとしていることに対し、「研究

大学コンソーシアム」の幹事機関として強い反対を表明して欲しい。財務省対応としての方

便であろうが、一度、文部科学省自体が研究評価を歪めることを認めると、完全解体をする

以外、正常化することが困難になるだろう。 
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○ 基礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所は、国内での研究の先導的立場にあ

るが、本来はもっと規模感が大きくてもよいと思う。大学との連携の強化はその目的に適う

ように強力に推進すべきである。 

○ 共同利用・共同研究の予算は減少傾向にあるが、予算規模は少ないものの、多くの大学

研究者が参加できるタイプの共同研究（一般共同研究）は重要であり、これまでと同様に継

続していただきたい。 

○ ネットワーク型共同研究に、公私立大学が積極的に参画し易くなるよう、尽力いただき

たい。 

○ 大学院学生のキャリアパスについては、学位取得後はそれぞれの研究所にて採用される

ケースが半数であるが、それ以外のキャリアパスが用意されていないと、今後の応募数を確

保することが難しくなると思われる。 

○ 現在の総合研究大学院大学による人材育成は、自研究所の後継者養成という意識が強す

ぎないか。しっかりとした組織的コースワークによる基本教育を充実させ、文化社会に関し

ても、より広い理解を深めた人材育成になれば、産業界等のハイクラス指導者等としての可

能性が広がるのではないか。  

○ 機構に関する総合研究大学院大学の大学院生について、入学者数に対し、学位取得数が、

年に依るが６～７割にとどまっている点は、気懸りな点である。 

６. 研究の国際化の推進

【評価できる点】 

○ 国立天文台、核融合科学研究所の大型国際プロジェクトの推進は、国際協力や研究の国

際化の成果として分かりやすい。 

○ 「すばる」、「LHD」等の大型国際プロジェクトは、国際的に高い評価を受け、「研究の国

際化の推進」に大きな貢献をしており、評価できる。 

○ 「すばる」、「LHD」等の大型国際共同研究を積極的に展開してきており、国際的にも高

い評価の研究プロジェクトを推進してきている点は評価できる。 

○ 国立天文台が主導する「すばる」、「ALMA」、「TMT」など、日本の技術力と発想の独創性

がいかんなく発揮され、その成果は分かりやすい形で広く共有されている。国際化の手本の
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ようなプロジェクトだと感じられる。 

○ 大型望遠鏡や大型核融合装置では大規模な国際共同研究が推進されており、人材交流に

よる双方の研究力向上、新しい研究課題の取組み、地域の国際化等に貢献している。この取

組みを高く評価する。 

○ 「すばる」、「ALMA」、「LHD」に関する大型国際プロジェクトや国際共同研究の推進、海

外研究者の受入の促進、海外への研究者の派遣の促進、海外駐在型 URA の任命、国際連携研

究センターの新規設置、EurekAlert!の活用による海外への情報発信、海外の研究者などに

よる機関評価の実施、外国人研究者採用の努力など進めており、国際化の取組みは、量的に

は、十分になされている。 

○ 機構は、平成 25（2013）年度から開始された文部科学省の研究大学強化促進事業に採択

され、研究力強化推進本部を推進母体として URA を活用し研究力を強化しているが、特に海

外駐在型 URA の採用に成功し実績をあげていることは評価される。 

○ 海外駐在型 URA は、普通にその国の空気を吸い、風に触れ、外から客観的に日本を見る

等し、貴重なチャンスを逃さない活動のできる良い制度であると評価できる。 

○ EurekAlert!の利用が有効的であると判断する。

○ 本来、機構で行っているような基礎研究に国境はなく、共同利用や共同研究の枠は国際

的に広げられていって当然のことである。ネットワーク型研究加速事業の実施や、海外駐在

型 URA の派遣・国際ネットワークの構築等を通じた国際連携の推進、そして、それらの取組

みを推進・支援するための国際連携研究センターの設置は、当を得た活動と評価する。 

○ 機構では、分野を超えた学術の国際連携を目指したセンターを設置した。天文学とプラ

ズマ・核融合科学を融合した研究の立ち上げは特徴があり、適切である。 

○ 基礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所においても海外機関との協定締結な

ど、国際化を推進している。今後も、国際連携研究センターの設置により、この流れが促進

されることを期待している。 

○ 機構全体としても、国際共同研究件数はこの５年間、堅調に伸びており（直近で 753 件）、

数値としては評価できる。 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ どの研究所も国際化を推進する中で、日本発のアイデアを世界に紹介するなど、世界の
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中での独自性をアピールすることを考えて欲しい。西洋とは異なる価値観を持つ日本からど

のような発信がされるかは、世界の先行きが不透明な時代において、今後、重要な課題にな

ると考える。 

○ 国際協力によるイニシアチブは、財政負担の割合によって決まってくる面が大きいが、

我が国の発想、意見を積極的に提案し、リーダーシップをとることにより、財政負担の軽減

にも努めていただきたい。 

○ 国際化は、研究者にとって物事を多面的にみる眼を養う手段として効果的と考えられる。

クロスアポイントメント制度等を活用して、外国人研究者を国内に取り込むことにより、国

際化の更なる促進を期待する。 

○ 国際化に関しては、手間と費用を少なからず要するため、各取組みの有効性を吟味し、

質の確保と向上も目指してほしい。 

○ 海外駐在型 URA は、活躍できるかどうかは選ばれた人次第であり、人選には十分配慮し

ていただきたい。一方で、個人の能力に依存するばかりではなく、機構として国際的な機関、

団体等とのネットワークの構築も積極的に行い、我が国が学術孤児にならないよう、将来に

向けての研究協力体制の強化も図っていただきたい。 

７. 産業界など社会との連携

【評価できる点】 

○ 国民の税金に基づく公費によって運営が行われている以上、社会に成果を説明する努力

は惜しんではならない。それが、結局は、社会に基礎研究の重要性を理解してもらうことに

つながるだろう。人類の将来を担う青少年に夢を与え、新しい知恵を生み出す基盤を作って

いることも大変重要な貢献であろう。機構として、また、各研究機関として、できる限りの

ことをしていると評価するが、更なる努力を期待したい。 

○ 機構長によるプレス懇談会、機構や各機関によるシンポジウム、講演会の開催、各機関

による見学会などの実施、研究シーズのインターネットを通じた紹介など、産業界を含めた

社会に対しての情報発信や広報が、適切になされている。ターゲット別の広報誌の作成に着

手していることも評価できる。 

○ 国民、社会に対し、機構の研究活動を知ってもらうためのシンポジウム、YouTube 等の

利用による活動を評価する。また、メディアとの関係構築に取り組み、アーリーシーズをみ

せる努力をしている点も評価する。 
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○ 広報活動、見学会、シンポジウム等、機構の内容を社会にかなり発信していると評価す

る。 

 

○ 広報誌をステークホルダー向けに作り分けるなど、「受け手発想」に基づく広報体制に

は好感が持てる。 

 
○ 年４回にわたる機構長プレス懇談会で研究トピックを紹介している点は評価できる。 

 

○ 企業関係者を受け入れる見学会、トレーニングコースなどで、社会発信、企業向けのメ

ッセージをコンスタントに出している点は評価できる。 

 

○ 大学見本市等への出展、機構の財産である研究者総覧の構築に積極的に取り組んでいる

点は評価できる。 

 

○ 社会への発信について高く評価する。産業界との連携については、それなりに対応して

おり評価する。 

 

○ 産業界との連携として、核融合科学研究所における高周波技術のセラミックス作製への

応用、各種核融合材料や超伝導材料等の開発研究等は、産業界の先端技術の発展に大いに貢

献している。 

 

 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 産業界などとの連携を進める傍ら、基盤となる研究所の研究力や共同利用施設として

のパフォーマンスが十分発揮できない状態になっていないか、懸念される。 

 

○ 基礎研究を純粋に行える場所が国内に残ってほしいと切に思うが、現在、産学連携は

社会要請ともなっている。本機構が産学連携を行うにあたっては機構の使命との整合性を

取りつつ基礎研究主体の取り組みをお願いしたい。 

 

○ 機構と企業が本当に共通して取り組める課題は何なのか、それに大変興味がある。ど

のようにそれぞれの利点を生かして研究と開発、実用化の道を作れるのか、そのような機

会を作って議論してみてはどうか。例えば、きちんと棲みわけをするなら、誰が間をつな

ぐのかは、はっきりさせておいても良いと考える。 

 

○ 産業界との連携も重要なことで、様々な取組みが行われていることは評価する。しか

し、基礎研究には、何が生み出されるか予見できない部分があり、短期的には無駄に見え

る部分もある。明日すぐに役立つ技術を見せ合うだけでなく、「明日よりも、明後日を見た
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活動」の重要性や、そこへ投資すべき割合等について、産業界と骨太な議論ができるとよ

いと考える。 

 

○ 基礎研究を主とする機構においては、一般的な産学協同は難しい面があることは理解

するが、企業の研究者を対象としての、様々なトレーニングコースやワークショップ開催

を通じ、産業界の人材育成に寄与することも、産業界、社会との連携であると考える。こ

れらをきっかけとして、“アーリーシーズ”を軸に、一歩も二歩も先を見越しての複数の企

業等との共同研究を見出す努力をお願いしたい。例えば、ABiS(先端バイオイメージング支

援プラットホーム）を拡充整備して、産業界の開発研究にも開放し収入を見込むなど、そ

こから共同研究に発展させるなどの検討をしていただきたい。 

 

○ 国立天文台や核融合科学研究所における“大型装置や測定器等の開発”に際しては、

これまで以上に、機構のノウハウを生かして産学共同で進めるよう配慮いただきたい。 

 

○ 天文観測用の機器、核融合実験用の機器、生物学・生理学・分子科学の研究用機器の

開発などで、計測機器メーカーとの協力や共同研究などがあると思われる。産業界との接

点の一つとして紹介してはどうか。なお、広報作業には、手間と費用がかかるので、負担

が過度にならぬよう、今後も留意していただきたい。 

 

○ 基礎研究においても、その成果について将来的に産業応用されるかどうか検討するこ

とは重要である。機構全体において、産業界との連携の促進を期待する。 

 

○ 「社会との連携」は、論文の数やインパクトといった学術的な評価指標だけでは計れ

ない。新聞掲載、一般書籍の発行など、社会の構成員であるマスメディア（出版含む）へ

の露出も併せて評価されるよう希望する。 

 

○ 機構内の研究テーマについては、身近に感じてもらえる分野とそうでない分野があ

り、広報スタッフの力量にも差が生じてくると思われる。５機関で広報など社会との接点

で動く者同士の交流を進めたり、good practice の共有を進めることも肝要と考える。 

 

 

８. その他（業務運営の改善・効率化、財務内容の改善、施設マネジメント、安全管理、

情報セキュリティ対策、コンプライアンス対応 など） 

 

【評価できる点】 

○ 今の時代、国や社会からの目が色々な面で厳しくなり、自己統制にしっかり取り組まな

いと、時に上げ足をとられることになる。ある意味では当然のことだが、必要以上に面倒が

増えている部分もある。いずれにしろ、機構として、考え方・対処の仕方を決めて、適切に、
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かつ効率的に対応していくべきであり、その努力はしっかりなされていると評価できる。 

 

○ 共同研究の受付窓口の一本化などの業務効率化の取組みや５機関における財務内容の

現状及び将来見通しの点検がなされ、長期的対応の必要性が認識されていることを評価する。

なお、運営費交付金の長期的な減少に対し、人件費などの占める割合が、適正なレベルに保

たれるようにするために、どんな対応が必要か、検討を続けていただきたい。他の案件につ

いては、大きな問題は生じていないと判断する。 

 

○ 機構は国立大学法人と異なり、基盤となる収入源に乏しく、運営費の約８割を文部科学

省からの運営費交付金が占めており、その内、大型プロジェクトの運営費が運営費交付金の

３割程度を占めている。法人化後運営費交付金が年々減り続けている現状に、大きな危惧を

抱きながらも、機構長裁量経費を大学の機能強化への貢献、研究の国際化の推進、共同利用・

共同研究体制の機能強化、情報公開・情報発信等の推進、女性研究者雇用の促進、情報セキ

ュリティ対策の強化、IR 機能の強化、老朽化した研究設備の改修などに充てるほか、各機関

において機関の長が推進する事業を支援するなど、涙ぐましい努力をしている。大学の財務

も担当している者としては、まさに身につまされる思いであるが、何とか頑張ってほしい。 

 

○ 業務運営の改善・効率化（外部委員からの意見に対する対応、監査の機能強化、女性研

究者支援、事務の効率化）、財務内容の改善（財源確保、経費抑制、資産の有効利用）、施設

マネジメントの推進、安全管理、情報セキュリティ対策、コンプライアンス対応について、

速やかに適切に実施しており、かなり高く評価する。 

 

○ 男女共同参画に関して４機構が連携して事業を行っていることは、とてもよい。 

 

○ 他の機構と共同で AED を設置したり、会議室の相互利用を行うなど、リソースの有効利

用、経費節減の努力をしていることは評価できる。 

 

○ 会議のペーパーレス化をすすめていることは評価できる。更にスピード感をもって広げ

てもよいと考える。 

 

 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 今後、AI の導入は避けられない。どこにどのように導入して人件費削減をするのかは

計画を立てるべきである。その上で、財務内容を強化し、研究推進に重点投資をできる体制

にして欲しい。 

 

○ 業務運営の改善・効率化には専門のコンサルタントを雇用するなど、経営のプロの考え

を入れてはどうか。 
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○ 情報セキュリティ対策については、機構全体で取り組むべき問題だが、無駄を避けるた

めに国レベルでの対応を早急に進めるべきである。 

 

○ 共同研究の受付窓口の一本化は、原理的には、業務の効率化に資するはずであるが、５

機関が対象とする研究分野の性格の違いから、集中的な対応が困難になることも予測される。

インターネットによる情報交換が容易になったことを考慮すると、各機関に置いた窓口を、

バーチャルに一体化して運営する可能性もあるのではないか。検討をお願いしたい。 

 

○ 改善すべき点が出てきたら、適宜速やかに対応していただきたい。 

 

○ 屋上屋を重ねてはならないが、４機構連携の仕組みを考え、よく議論・検討し、共同処

理できる事務、事業を選び出し、一体的に効率よく運用できるよう検討していただきたい。 

 

○ 距離的制約があり難しい面が多いとは思うが、科研費説明会の開催、育児支援、ＦＤ、

産業界との交流等について、他の３機構や近隣大学等と協力し、できることは積極的に行っ

ていただきたい。 

 

○ 1000 人を超える組織としてのガバナンスを考える場合、環境への配慮も含めた SDGs を

念頭に置いた対処が必要になってくると思う。今後、そうした観点を意識した運営を検討し

ていただきたい。 

 

○ 運営費交付金の削減で、高額な機器の購入やメンテナンスに困難が生じているとの記述

が散見されるが、「宝の持ち腐れ」を放置すればさらなる無駄を生むことになる。交付金の

削減に歯止めがかからないのであれば、その機器がなければ本当に困るのか、企業との共有

はできないのかなど、より効率的な方法を検討するべき時期が来るのかもしれない。 

 

 

９. 全体を通じて 

 

【評価できる点】 

○ 機構に属する５機関の果たしてきた大きな役割を的確に認識しながら、同時に、５機関

を取り巻く環境変化を認識し、それへの対応の必要性を認識している点を評価したい。 

 

○ 機構の運営費の約８割を文部科学省からの運営費交付金が占めており、かつ運営費交付

金が年々減り続けている現状がやはり最大の懸念事項である。そのような状況の中にもかか

わらず、様々に果敢な挑戦を企画していることは評価できる。 

 

○ 機構の機能強化、分野を超えた機構全体の共同利用・共同研究体制の構築、異分野融合・
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新分野創成への取組み、大学の研究・教育への貢献の推進、国際化の促進、広報と産業界と

の連携など、迅速にかつ効率的に実施してきている。これまでの各課題に対する対応につい

て、全体的にかなり高く評価できる。 

 

○ 機構長のリーダーシップのもと、研究所間の異なる文化を乗り越え、機構全体として一

体的に協力していこうとする姿勢は、好感が持てる。 

 

 

【改善を要する、または今後の課題とすべき点】 

○ 全てに通じることであるが、評価システム（このような外部評価も含めて）を、何のた

めに取り入れているのか、その目的を明確にした方が良い。機構の本来の目的は、機構を構

成する各研究機関が最先端の研究施設であることと同時に、全国共同利用施設としての役割

を果たすことであり、これは両輪の柱である。予算を減らしながら、この両方を達成すると

いうことを求めることが可能であるとは思えない。各大学への運営費交付金を削減するので

あれば、研究費の不足した各大学の研究者を大学共同利用機関に集めるための費用は増額す

ることが必要である。どちらも減額するという政府、文部科学省の方針は、日本の科学力の

低下を更に加速する。日本経済を再生するためには、逆効果になっていることを、きちんと

説明すべきであると考える。 

 

○ 機構の運営費の約８割を文部科学省からの運営費交付金が占めており、かつ運営費交付

金が年々減り続けている現状がやはり最大の懸念事項である。様々に果敢な挑戦を企画して

いることは評価できるとしても、国も抜本的な対策を行わなければ、早晩、機能低下に陥る

と思われる。  

 

○ 獲得する外部資金を増大させることと機構長裁量経費の適切な活用が大切であるが、全

国の大学の研究と教育に貢献するための大学共同研究機関としての使命を損なわないよう

に、今後も十分な配慮を願いたい。 

 

○ 現在、６年間の第３期中期目標期間の中間の時期であり、国際化等について未だ内容が

固まっていない事項があると思われるが、更に具体化されて推進されたい。 

 

○ 機構で実施する異分野融合研究については、インパクトが高く、機構として特徴のある

成果を期待する。 

 

○ 他機構とも連携を推進して、学術的にインパクトが高く、社会にも大きくアピールでき

る研究課題を立案して、その研究を進めていただきたい。 

 

○ 各種研修、サマースクール等は、機構として分野横断的に、各階層向けに積極的に開催
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していただきたい。 

 

○ 例えば、分子科学研究所・サマースクールなど、各研究所において同様の事業を開催し

ていることは、人材育成の取組みとしてもすばらしい。なお、産業界の関心をひくため、場

合によっては、個々の事業ごとにスポンサーをつけて“冠事業”とする、或いは地元企業、

団体の研修を積極的に受け入れることも、社会との距離を縮めることに一役買うのではない

かと思われる。  

 

○ 事業ごとにタイアップするメディアを指定するなどして、メディアに自分の持ち分であ

ることを認識してもらいある意味競争意識をあおり、当該事業をもっと社会に知ってもらえ

るよう努力していただきたい。 

 

 

◆ その他の意見 

○ 現在、６年間の第３期中期目標期間の中間の時期であるが、設定した目標に対して機構

長のリーダーシップのもと、速やかに適切に進めている。 

 

○ 異分野との連携、大学との共同研究、国際共同研究等の展開により、更により創造性が

高い研究課題の開拓、各学術の深化、先端研究分野に対する学理の構築等に貢献することを

期待する。 

 

○ 機構の存在をよりアピールできるように、更にインパクトある研究課題の創成と研究成

果を期待する。 

 

○ 機構に来ていただいた研究者や留学生と永いつながりを構築していくため、例えば、 

“NINS フェロー”のような称号を付与し、場合によっては、引き続きメールアドレス等を付

与し、巣立った後も、国際的ネットワークとして大切にしていただきたい。 

 

○ 学術研究は、すぐに目に見える成果を求めるものではないので、一般納税者をはじめ、

企業、メディアなどの理解と協力を得ていく努力を常に意識していくことを忘れないでいた

だきたい。各研究所は、近隣の国公私立大学等と連携して、「市民公開講座や連携シンポジ

ウム」、また、「産業界向けの超萌芽シーズ研究フォーラム」等を企画・開催し、“機構とい

う組織そのもの”を広く社会に知ってもらう努力をしていただきたい。地元の公的機関、企

業等が、気軽に研究所に足を運ぶ雰囲気作りを推し進めていただきたい。 

 

○ 外部資金の獲得促進を促す方策の一つとして、間接経費の額に応じて、「機構への財務

貢献」、「研究教育環境改善への寄与」による“研究者等の表彰”や“報奨制度”を整備する

こととしてはどうか。  
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○ 一般からの寄附意欲を取り込むため、PC、クレジットカード等により寄附手続きを簡易

にする、ある規模以上の額の寄付者を表彰（感謝状）する、累計で一定額に達した者にもそ

の時点で表彰（感謝状）する、併せて機構の各種イベントにも招待することとしてはどうか。  

 

○ 総合研究大学院大学の学生は、今も何らかのスカラシップが手当されていると思うが、

企業へのインターンシップを絡めるなどして、“冠 RA”のような制度を作ることとしてはど

うか。  

 

○ 我が国では、どこの大学でも産学連携を強いるおかしな状況がある。そのような現状に

あって、基礎研究を純粋に行える場所が国内に一つぐらいあってもよいではないかと思う。

機構は、そのような組織体として、屹然と存在していただきたいと切に思う。 

 

○ 若手が誰も研究職に魅力を感じなくなる未来が近づいていることを感じている。次世代

の研究者が意欲的に活躍できる日本の研究体制を再構築することが必要であり、その先導的

な役割を果たすのが機構の使命であろうと考える。現在の政府方針とは対立することが多い

と思うが、研究者の意見を理解してもらうための最大限の努力をして欲しい。 
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第三章 評価のまとめと提言 

 

○全体評価 

 機構の基盤は大学共同利用機関であり、その本来の使命は、それぞれの機関が持つ大型或

いは高度な研究設備・施設や貴重な資料等に係る共同利用・共同研究の活動であろう。 

 自然科学の最前線は、新しい観測や実験の手段が持ち込まれて切り拓かれてきた側面が大

きい。現在では、その最前線の装置・設備が大型化・高度化し、大学等の研究者がそれらを

身近に持ち、活用することが難しくなっており、大学共同利用機関における共同利用・共同

研究の果たす役割はますます増加している。このような中、自然科学研究機構は、4つの大

学共同利用機関法人（人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、

情報・システム研究機構）の中で最も多くの共同利用・共同研究者を受け入れる、我が国の

共同利用・共同研究システムを支える代表的な組織であり、傘下の大学共同利用機関（国立

天文台、核融合科学研究所、基礎生物学研究所、生理学研究所、分子科学研究所）における

それぞれの共同利用・共同研究の枠組みを通じて国内外の研究を先導し、大学等の研究者の

研究推進に大きく貢献している。運営費交付金が年々減り続けている厳しい財政状況の中、

機構として、その機能強化、分野を超えた共同利用・共同研究体制の構築、異分野融合・新

分野創成への取組み、大学の研究・教育への貢献、国際化の促進、社会への適切な発信・貢

献などに対し様々な工夫を行い、迅速かつ効率的に実施し我が国の基礎研究力を向上させる

重要な役割を果たしており、高く評価する。 

 今後も、機構は、傘下の５つの大学共同利用機関の果たしている大きな役割を的確に認識

しながら、５機関を取り巻く環境変化を把握し、大学における研究環境の改善も視野に入れ、

機構としての、ひいては、我が国の総合的科学研究力の向上に努力・邁進していただきたい。 

 

○機構長のリーダーシップについて 

 機構は基本的にボトムアップであるべき組織である。法人化に伴って、法人の長のリーダ

ーシップが発揮されることを期待されるようになったが、本機構においては、ボトムアップ

の基本理念のもと、適切な形でリーダーシップが発揮されていると評価する。 

 機構の運営に際しては、傘下の５つの大学共同利用機関が、それぞれの研究分野の研究者

コミュニティを主体として、十分な研究成果をあげていくことが第一に考えられるべきであ

る。 

そのためには、傘下の５機関と機構執行部が十分な議論を行いながら、機構の適切な方向

付けが探られていくべきであるが、これに対しては、機構長が議長となり機関・センターの

長が全て参加する「研究基盤戦略会議」が設置され、しっかりとした議論を行っている。機

構長のリーダーシップのもと、研究所間の異なる研究環境・文化を乗り越え、機構全体とし

て一体的に協力していこうとする姿勢は、高く評価できる。 

 

○機構の機能強化について 

 機構傘下の各大学共同利用機関が大きな成果をあげるために、機構として、各研究機関
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で行われている研究の力を、その研究の枠組みや環境整備・支援体制等の面から強化して

いこうとすることは、大変重要なことである。そのために、「研究力強化戦略会議」をト

ップとした研究力強化の推進体制が設けられたことは適切である。その体制の中に、研究

力強化推進本部が置かれ、共同利用・共同研究、国際連携、広報、男女共同参画の４つの

側面の室を設け、URA（University Research Administrator）を活用するなどして、支援体

制の強化を図っていることは評価できる。 

 大学等での研究も含めて、技術開発的な側面や共同研究等の管理的な側面、国際協力の窓

口としての側面などに、大学院修了レベルの人材が生かされるキャリアパスがさらに整備さ

れるべきであろう。URA はその一つであり、文部科学省の研究大学強化促進事業の遂行に伴

って導入された URA を活用した推進体制等において、引き続き研究を推進・支援する幅広い

人材を配置していけるとよい。 

 研究の活力は、新しい視点・多様な発想からもたらされることが多い。その意味で、若

手研究者、女性研究者、外国人研究者の果たすべき役割は大きい。機構の第３期中期計画

において具体的な数値目標を掲げ、機構長裁量経費も活用しながら、それら多様な研究者

の比率を上げる努力をしていることは評価できる。 

 

○分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究体制の構築について 

 分野・機関の枠を超えた共同利用・共同研究体制として、「自然科学共同利用・共同研究

統括システム（NOUS：NINS Open Use System）」の構築を始めたことは、分野間交流や異分

野融合、大学との連携の促進に繋がるものであり、評価できる。本来的に一体感を持ちにく

い機構に一体感を醸成する効果が芽吹いてきており、大切に育てていただきたい。 

 機構は、NOUS において共同利用・共同研究の成果情報を収集し、公募課題と紐付けること

により、IR（Institutional Research）に向けたデータベースの構築を図っている。これを

参照すれば各年度の共同利用・共同研究事業の大学への貢献がよく理解されるようになる。

機構は、ある範囲の分野の研究活動を俯瞰的に見て、その研究の動向をつかみ、適宜、研究

者に知らせていく機能をもつべきであるが、NOUS はその活動の一助となろう。 

 

○異分野融合・新分野創成について 

 機構には、成熟した学問分野の大学共同利用機関が束ねられているが、学問は流動的に発

展していくものであり、現状が固定的になり、機構が現状維持のための組織になってはなら

ない。新たな研究の芽が育っていく道筋や、ある程度育った新しい研究が、新しい大学共同

利用の柱に成熟していける道筋を作っていく努力が必要であろう。機構として、新分野創成

センターが置かれ、そのような活動が行われていることを評価する。またその結果として、

宇宙と生命科学の融合を目指した「アストロバイオロジーセンター」及び、生命科学の各分

野を横断する「生命創成探究センター」が新設されたことは、先進的な分野を切り拓くもの

として期待され、評価する。これらは長期間のプロジェクトとして、５年後、10 年後のマイ

ルストーンを作って進むことが望まれる。 
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 また、異分野連携による新分野開拓に向けた新たな試みとして、機構外の他分野の研究者

が機構内の研究者と共同研究を行うことを機構が窓口となって促進する「分野融合型共同研

究事業」（公募事業）が行われている。さらに、若手研究者に新たな研究分野に挑戦する機

会を与える「若手研究者による分野間連携研究プロジェクト」や他分野の研究・研究者を知

る機会を醸成する「機構内サイトビジット」も動き出している。これらの制度の下で始めら

れた研究が、大きな成果として結実することを期待したい。 

 

○大学の研究力・教育力強化への貢献について 

機構傘下の各大学共同利用機関は、それぞれの分野の特性に応じて、大学に置かれた設

備・装置も共通に使える枠組みを構築したり、大学・研究機関間で研究対象を分担して進

めようとしたり、研究技術や手法を紹介・共有し合ったりする「ネットワーク型共同研

究」を進めてきている。また、それぞれの分野の事情に応じて、研究者の立場に立った

種々の共同利用・共同研究が用意されてきている。これら従来からの活動は、十分評価さ

れるものである。 

これらの大学共同利用機関を束ねる機構は、多数の大学と横断的に、ともに一層の研究

力強化を図るべきであろう。その点から、「自然科学大学間連携推進機構(NICA：NINS 

Inter-university Cooperative Association)」の活動が始められたことは評価できる。そ

して、今後の活動の方向として、研究設備の共用促進に向けた取組み、失われつつある基

盤技術の継承と最新技術の習得に向けた取組み、若手研究者の育成に向けた取組みが挙げ

られているが、これらはいずれも大学横断的に考えられるべき喫緊の課題であり、まこと

に当を得たものと言える。今後はこれらの取組みが、より多くの大学に展開されていくこ

とを期待する。 

 また、文部科学省の研究大学強化促進事業において、採択機関等との間で「研究大学コ

ンソーシアム（RUC：Research University Consortium）」が立ち上げられ、本機構が幹事

機関として指名されている。これは、機構が同事業において大学間ネットワークを構築し

てきた手腕を認められてのことであり、本コンソーシアムにおいても、機構が世話をする

形で、参加校を拡大し、高度専門人材・研究環境支援人材等の大学・研究機関に共通する

課題についての議論が進められていることは、評価できる。 

 大学院教育に関しては、総合研究大学院大学の基盤機関としての専攻の担当、また、連携

大学院や国際インターンシップによる外国人の受入れ等を通じて、次世代の人材育成に大き

く貢献している点は評価できる。それぞれの分野において、研究の最前線を切り拓き、国際

的にリーダーシップを発揮出来る人材の育成を期待する。 

 

○国際化の推進について 

 機構は、研究環境の整備・充実により、国際共同研究を推進するとともに、外国から優れ

た研究者を呼び込み、更なる国際化を促進し、国際的な拠点として活発な活動を展開するこ

とが期待されている。 
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このような中、国立天文台においては国際的ネットワークのもと海外に大型望遠鏡を設置

し、核融合科学研究所や分子科学研究所においても特色ある大型研究装置を建設・整備し、

国内外の共同利用・共同研究を推進してきており、人材交流による双方の研究力向上、新し

い研究課題に係る取組み、地域の国際化等に貢献している。さらに、傘下の５つの大学共同

利用機関においては、海外の機関との協定締結など国際化が進展するとともに、研究者レベ

ルでの国際共同研究も盛んに進められており、高く評価する。 

 機構として、「ネットワーク型研究加速事業」の実施や海外駐在型 URA の派遣、国際ネッ

トワークの構築等を通じた国際連携の推進、そして、それらの取組みを更に推進・支援する

ために国際連携研究センターを新たに設置したことは、当を得た活動と評価する。 

 

○社会との連携について 

 国民の税金に基づく公費によって運営が行われている以上、社会にその活動を積極的に説

明する努力をすべきである。それが結局は、社会に基礎研究の重要性を理解してもらうこと

につながるだろう。人類の将来を担う青少年に夢を与え、新しい知恵を生み出す基盤を作っ

ていることは、大変重要な社会への貢献である。機構として、また、各研究機関として、社

会に対する、できる限りの情報発信が行われていると評価するが、更なる努力を期待したい。 

 産業界との連携も重要であり、各機関で特長を活かした様々な取組みが行われているこ

とは評価する。なお、産学連携にあたっては、基礎研究の多くは直ぐには産業化に結びつ

かないものであることを理解してもらう努力が必要であると同時に、機構側の研究者にお

いても、例えば自身の研究に対する産業界の関心に目を向けそれを学術面に置き換えて検

討するなどの視点も必要であろう。また、機構の各機関の研究に係る新たな研究用機器等

の開発を目指す各種メーカーとの協力や共同研究、さらには大学院教育等を通じた社会人

教育、産業界への人材輩出、産業界の人材育成への貢献も、一つの産学連携の形態とし

て、推進していく必要がある。 

 

○その他 

 国や社会からの目が様々な面で厳しくなり、法人運営に一層しっかりと取り組まなければ

ならない時代になっている。その下で、機構としての考え方・対処の仕方を決め、適切かつ

効率的に対応していくべきであるが、その努力はしっかりなされている。 

 業務効率化の取組みや、財務内容の現状及び将来見通しの点検がなされ、施設マネジメン

トの推進、安全管理、情報セキュリティ対策、コンプライアンス対応についても、迅速かつ

適切に実施されており、評価できる。 

 

○国への発信の提言 

 国立大学は公私立大学等を含めた我が国の学術研究を牽引してきたが、法人化以降は、運

営費交付金の削減とともに、それぞれ自大学の運営・管理への負担が増加し、研究環境が厳

しくなっている。今や、運営費交付金の削減による大学の基礎研究の体力低下をカバーして
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いるのは、本機構下で行われているような共同利用・共同研究体制と言えよう。よって、機

構に十分な予算を確保し、最先端設備を含めた研究環境整備を行って全ての大学が利用でき

るようにすることが、我が国の研究水準の維持・向上を図る上で、また国費の効率的・効果

的な投資の観点からも極めて重要である。 

新しい研究へのチャレンジや大学横断的な研究力強化の面に対しては、大学共同利用機関

とそれらを束ねる機構が心して気を配っていかなければならない。このため、機構と大学が

結集して、我が国の基礎研究力を上げるために必要な方策を国に対して提案し、その実現に

努めるよう働きかけてもらいたい。 

 自然科学の最前線は、観測・観察や実験の新しい技術、手法の導入によってもたらされ

てきた。しかしながら、現状では、裾野の広い技術開発や新しい観測手法・実験手法の手

軽な試行が行いにくい環境となっている。研究の最前線で世界をリードしていくために

は、最先端の研究手法の開発・導入が必須である。科研費では手が届かない最先端で高額

の研究設備を大学共同利用機関に置き、全国の大学等の研究者に提供することが我が国の

大学全体の研究力の底上げに大きく寄与する最善の方法であることは言うまでもない。そ

れらを推進・維持するとともに、新しい観測・実験技術や手法を開発するための共同利

用・共同研究等を強化する予算・体制がしっかり用意できるよう、機構の充実を国にしっ

かり要求していってもらいたい。 

 そして、基礎科学研究にとって何より大事なことは、若く優秀な人材が継続的に導入され

ることにより、活性化されることである。しかし、現状では、大学院生の学位取得後のキャ

リアパスが不十分なこともあり、研究職に挑戦する大学院生の減少が生じている。研究職採

用の道を広げることと併せ、研究職を目指して大学院に集まった優秀な学生が、研究職に限

らない幅広いキャリアパスに進むことができる体制が作られていくべきである。また、日本

の素晴らしい研究者、研究環境等に憧れて来日する優秀な外国人若手研究者が増加するよう、

機構として、国に整備充実を働きかけるべきである。これらは、国との議論が必要なことで

あり、機構も大学と共にその議論の先導的な役割を果たしていくことを願う。 
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（付録） 

大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

外部評価 資料 

※本資料は再構成しております。

１．自己点検報告書 

２．活動実績自己点検報告 
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大学共同利用機関の創設経緯等について

（平成16年4月1日現在）

機関名
創

設
設置目的 創設経緯等

日本学

術会議

勧告

高エネルギー物理学研究所

※平成9年4月　高エネルギ

ー加速器研究機構に廃止・

転換

昭

和

46

年4

月

高エネルギー陽子加速器による素粒子に関する実験的

研究及びこれに関連する研究

昭和37年5月　日本学術会議勧告

昭和44年8月　学術審議会答申

昭和45年7月　日本学術会議申入

れ

昭和37

年

国文学研究資料館

（昭和24年　資料館（所轄研

究所））

昭

和

47

年5

月

国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、

整理及び保存

昭和41年12月　日本学術会議勧告

昭和45年9月　学術審議会答申

昭和47年5月　改組

昭和41

年

国立極地研究所

（昭和45年　極地研究センタ

ー（国立科学博物館））

昭

和

48

年9

月

極地に関する科学の総合研究及び極地観測

昭和36年5月　日本学術会議勧告

昭和36年5月　日本学術会議申入

れ

昭和48年9月　国立科学博物館か

ら独立

昭和36

年

国立民族学博物館

昭

和

49

年6

月

世界の諸民族に関する資料の収集、保管及び公衆への

供覧並びに民族学に関する調査研究

昭和40年5月　日本学術会議勧告

昭和40年7月　学術奨励審議会学

術研究体制分科会報告

昭和40

年

分子科学研究所

昭

和

50

年4

月

分子の構造、機能等に関する実験的研究及びこれに関

連する理論的研究

昭和40年12月　日本学術会議勧告

昭和48年10月　学術審議会報告

昭和56年4月　岡崎国立共同研究

機構として再編成

昭和40

年

基礎生物学研究所

昭

和

52

年5

月

基礎生物学に関する総合研究

昭和41年5月　日本学術会議勧告

昭和48年10月　学術審議会報告

昭和52年5月　生物科学総合研究

機構

昭和56年4月　岡崎国立共同研究

機構として再編成

昭和41

年

生理学研究所

昭

和

52

年5

月

生理学に関する総合研究

昭和42年11月　日本学術会議勧告

昭和48年10月　学術審議会報告

昭和52年5月　生物科学総合研究

機構

昭和56年4月　岡崎国立共同研究

機構として再編成

昭和42

年

国立歴史民俗博物館

昭

和

56

年4

月

我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料の収集、保

管及び公衆への供覧並びに歴史学、考古学及び民俗学

に関する調査研究

昭和41年11月　明治百年記念準備

会議（総理府）閣議報告

昭和55年6月　学術審議会了解

―

国立遺伝学研究所

（昭和24年6月　国立遺伝学

研究所（所轄研究所））

昭

和

59

年4

月

遺伝学に関する総合研究

昭和48年10月　学術審議会答申

昭和57年1月　学術審議会審議ま

とめ

昭和58年3月　臨時行政調査会答

申

昭和58年5月　閣議決定

昭和59年2月　学術審議会答申

昭和59年4月　改組

―

統計数理研究所

（昭和19年6月　統計数理研

昭

和

統計に関する数理及びその応用の研究 昭和48年10月　学術審議会答申

昭和57年1月　学術審議会審議ま
―
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究所（所轄研究所）） 60

年4

月

とめ

昭和58年3月　臨時行政調査会答

申

昭和58年5月　閣議決定

昭和59年2月　学術審議会答申

昭和60年4月　改組

学術情報センター

（昭和58年4月　東大・文献

情報センター）

※平成12年4月　国立情報学

研究所に廃止・転換

昭

和

61

年4

月

学術情報の収集、整理及び提供並びに学術情報及び学

術情報システムに関する総合的な研究及び開発

昭和48年10月　学術審議会答申

昭和49年11月　日本学術会議勧告

昭和52年11月　日本学術会議勧告

昭和55年1月　学術審議会答申

昭和55年11月　日本学術会議勧告

昭和61年4月　東大文献情報セン

ターを改組

昭和49

年

国際日本文化研究センター

昭

和

62

年5

月

日本文化に関する国際的及び学際的な総合研究並びに

世界の日本研究者に対する研究協力
昭和60年7月　学術審議会審議 ―

国立天文台

（大正9年　緯度観測所（所轄

研究所））

（大正10年　東大・東京天文

台）

昭

和

63

年7

月

天文学及びこれに関連する分野の研究、天象観測並び

に暦書編製、中央標準時の決定及び現示並びに時計の

検定に関する事務

昭和48年10月　学術審議会答申

昭和58年3月　臨時行政調査会答

申

昭和59年2月　学術審議会答申

昭和63年7月　東京大学東京天文

台等を改組統合

―

核融合科学研究所

（昭和36年　名大・プラズマ

研究所）

平

成

元

年5

月

核融合科学に関する総合研究
昭和61年2月　学術審議会核融合

部会報告
―

高エネルギー加速

器研究機構

（昭和46年4月　高

エネルギー物理学

研究所）

平

成9

年4

月

平成5年7月　学術審議会とりまと

め

平成9年4月　高エネルギー物理学

研究所、東京大学原子核研究所等

を廃止・転換

―

素粒子

原子核

研究所

平

成9

年4

月

高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に関する

実験的研究並びにこれに関連する理論的研究

平成9年4月　高エネルギー物理学

研究所、東京大学原子核研究所等

を廃止・転換

―

物質構

造科学

研究所

平

成9

年4

月

高エネルギー加速器による物質の構造及び機能に関す

る実験的研究並びにこれに関連する理論的研究

平成9年4月　高エネルギー物理学

研究所、東京大学原子核研究所等

を廃止・転換

―

国立情報学研究所

（昭和61年4月　学術情報セ

ンター）

平

成

12

年4

月

情報学に関する総合研究並びに学術情報の流通のた

めの先端的な基盤の開発及び整備

平成9年5月　日本学術会議勧告

平成10年1月　学術審議会提言

平成12年4月　学術情報センターを

廃止・転換

―

総合地球環境学研究所

平

成

13

年4

月

地球環境学に関する総合研究

平成7年1月　内閣総理大臣私的諮

問提言

平成7年4月　学術審議会建議

―

（文部科学省作成）

（文部科学省Webページより抜粋）

文部科学省Webページ『大学共同利用機関の創設経緯等について』
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/20/05/08060201/1334370.htm
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I-URIC フロンティアコロキウム 2017 プログラム

●概要

大学共同利用機関法人４機構協働の異分野融合・新分野創成の取組として、2016 年度

に自然科学研究機構における NINS-Colloquium の成果を継承・発展させた「I-URIC フ

ロンティアコロキウムを創設した。2017 年度のテーマは、前年度の議論を継続させ、「よ

そもの学」「知識と知能の境界」「性差とは何か？」の３つのテーマで議論の更なる深化を

目指す。

●開催日時

2017 年 12 月 12 日（火）～2017 年 12 月 13 日（水）

●開催場所

つま恋リゾート彩の郷（旧ヤマハリゾート つま恋）

http://www.hmi.co.jp/tsumagoi/

●プログラム

１）講演

分科会の各テーマに関連した内容の講演を行う。

・分科会１ 「よそもの学」－Living in harmony with nature

・分科会２ 「知識と知能の境界」－知識を越える知能、知能を支える知識

・分科会３ 「性差とは何か？」

２）分科会

様々な分野の研究者 20 名程度で構成し、それぞれの分科会において座長を中心にブ

レインストーミングを行う。

３）ポスターセッション

若手研究者を中心として、ポスターを使用して研究内容を発表する。

４）全体総括

I-URIC フロンティアコロキウム 2017 としての全体総括を行う。
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大学研究力強化ネットワーク
の活動について（報告）

～大学の研究力強化・支援機能の拡大を図る～

平成２９年１１月
大学研究力強化ネットワーク全体会議
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大学研究力強化ネットワーク
の活動について（報告）

～大学の研究力強化・支援機能の拡大を図る～

平成２９年１１月
大学研究力強化ネットワーク全体会議

資
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大学共同利用機関法人自然科学研究機構 外部評価委員会について 

 

 

 

1. 実施期間 

第 1回外部評価委員会 

 開催日時：平成 30 年 11 月 7 日（水）15 時 00 分～18 時 00 分 

 開催場所：人間文化研究機構会議室 

 

第 2 回外部評価委員会 

 開催日時：平成 30 年 12 月 18 日（火）15 時 00 分～17 時 00 分 

 開催場所：自然科学研究機構会議室 

 

第 3 回外部評価委員会 

 開催日時：平成 31 年 1 月 23 日（水）13 時 00 分～15 時 00 分 

 開催場所：自然科学研究機構会議室 

 

 

 

2. 外部評価委員 

石野 史敏   東京医科歯科大学難治疾患研究所 所長 

井上 和秀   九州大学 理事・副学長 

※井上  一   明星大学 常勤教授 

榊  裕之   豊田工業大学 学長 

日野 友明   北海道大学 名誉教授 

宮嶌 和男   金沢工業大学 教授 

元村 有希子  毎日新聞社 科学環境部長 

※委員長 
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大学共同利用機関法人自然科学研究機構外部評価委員会設置要項 

 

平成３０年１０月１２日 

機 構 長 決 定 

 

（趣旨） 

第１ 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という。）の第３期中期計

画において，「平成３０年度に機構全体の自己点検及び外部評価等を実施し，その結果

を広く公開する」と定めていることを踏まえ，機構に大学共同利用機関法人自然科学

研究機構外部評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（任務） 

第２ 委員会は，自然科学研究機構長（以下「機構長」という。）の諮問に応じて，次の

各号に掲げる事項を審議する。 

一 機構の業務運営・財務内容等に係る評価 

二 報告書の作成 

三 その他機構の外部評価に関する事項 

（組織） 

第３ 委員会は，機構長が指名する次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

一 外部有識者又は学識経験者 若干名 

二 その他機構長が必要と認めた者 

（任期） 

第４ 委員の任期は，委嘱の日から第２第二号に掲げる報告書を作成の上，機構長に提出

した日までとする。 

（委員長） 

第５ 委員会に委員長を置き，委員長は委員の互選により決定する。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代理する。 

（議事） 

第６ 委員会は，委員の過半数の出席がなければ，議事を開き，議決することができない。 

２ 議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長が決する。 

（委員以外の者の出席） 

第７ 委員長は，必要に応じて委員以外の者を出席させて，説明又は意見を聴くことがで

きる。 

（庶務） 

第８ 委員会の庶務は，事務局企画連携課において処理する。 
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（補則） 

第９ この要項に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が別に定

める。 

附 則 

１ この要項は，平成３０年１０月１２日から施行する。 

２ この要項は，第４の規定による委員の任期が満了した日をもって，その効力を失う。 
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